
北九州貨物鉄道施設保有株式会社 

Ⅰ 法人の概要（令和5年 4月 1日現在） 

  1 所在地 

    北九州市門司区大里新町11番 1号 

  2 設立年月日 

    平成 11年 4月 26日 

  3 代表者 

    代表取締役社長 但野 新二（令和5年 6月 28日就任） 

  4 資本金 

    400,000千円 

  5 北九州市の出資金 

    196,000千円（出資の割合 49.0％） 

  6 役職員数 

  
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 6人 0人 0人 6人 

 
常 勤 1人 0人 0人 1人 

非常勤 5人 0人 0人 5人 

社 員 2人 0人 0人 2人 

  7 市からのミッション 

   貨物鉄道のターミナルなど団体の保有する駅施設の貸付及び設備の維持管理を通じ、本市のさらな

る物流拠点化及びＣＯ２削減への取組に寄与する。 

 

Ⅱ 令和４年度事業実績 

平成１１年度から国の幹線鉄道等活性化事業費補助並びに北九州市の門司鉄道コンテナターミナル整

備支援事業費補助を受け着手した、門司貨物拠点整備事業の設備が平成１４年３月に完成し、また平成１

９年度から国の幹線鉄道等活性化事業費補助を受け着手した、鹿児島線（北九州・福岡間）鉄道貨物輸送

力増強事業の設備が平成２３年３月末に完成した。 

これら施設の当該事業年度における維持管理は、北九州貨物ターミナル駅において、総合事務所及び待

受詰所冷暖房設備取替工事（全５台）、２０ft フォークリフト置場舗装修繕工事、福岡貨物ターミナル駅

においては、２・３ホーム積卸場タンクコンテナ置場の修繕工事を日本貨物鉄道株式会社施工で実施した。 

当社は、鉄道施設を日本貨物鉄道株式会社に賃貸することで成り立っておりますので、今後とも鉄道施

設の維持・管理に努めていく。 

 当事業年度の施設使用料は、日本貨物鉄道株式会社との｢鉄道施設等の使用に関する契約｣に基づき、２ 

５７百万円となり長期借入金返済については、みずほ銀行へ７８.６百万円及び日本政策投資銀行へ５０. 
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４百万円の返済を行った。 

売上原価１８６百万円、販売費及び一般管理費は３４百万円となっている。 

以上のような状況のもと、経常利益は４.３百万円となり、当期純利益は４.２百万円となった。 
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Ⅲ 令和４年度決算 

１ 貸 借 対 照 表（総括表） 

令和5年3月31日現在（単位：千円） 

※金額は千円未満切り捨て 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 (95,209) 流 動 負 債 (211,588) 

現 金 ・ 預 金 94,244 1年以内返済長期借入金 205,000 

  前 払 費 用 98 未 払 費 用 270 

未収還付法人税等 866 未 払 利 息 2,501 

  未 払 法 人 税 等 1,185 

  未 払 消 費 税 等 2,420 

  預 り 金 210 

    

固 定 資 産 (2,116,999) 固 定 負 債 (1,585,253) 

有 形 固 定 資 産 (1,402,273) 長 期 借 入 金 1,584,250 

建 物 305,843 役員退職慰労引当金 1,003 

構 築 物 3,518,017   

機 械 ・ 装 置 45,078   

建 物 付 属 装 置 47,543 負債の部合計 1,796,841 

工 具 器 具 備 品 1,039 （純資産の部）  

土 地 10,503 株 主 資 産 (415,367) 

減 価 償 却 累 計 額 ▲2,525,750 資 本 金 400,000 

  利 益 剰 余 金 15,367 

無 形 固 定 資 産 (714,053) その他利益剰余金 15,367 

電 話 加 入 権 72 繰越利益剰余金 15,367 

施 設 利 用 権 713,981   

    

    

 投 資 等 (671) 評価・換算差額等 (0) 

繰 延 税 金 資 産 671   

  純資産の部合計 415,367 

資産の部合計 2,212,208 負債・純資産の部合計 2,212,208 
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2 損益計算書（総括表） 

自 令和4年4月1日 

至 令和5年3月31日（単位：千円） 

科   目 金  額 

【売上高】   

施設貸付料  256,826 

【売上原価】   

租税公課 25,274  

減価償却 158,360  

補償負担金手数料 2,327  

  185,962 

売上総利益  70,864 

【販売費及び一般管理費】 34,304 34,304 

営業利益  36,559 

【営業外収益】   

受取利息  1 

  

 

 

【営業外費用】  

支払利息 32,231 32,231 

経常利益  4,328 

【特別損益】   

固定資産除却損 5 5 

税引前当期純利益  4,323 

法人税、住民税及び事業税 328  

法人税等調整額 

 

▲231 

 

 

97 

当期純利益  4,226 

※金額は千円未満切り捨て 
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Ⅳ 令和５年度事業計画 

当社の主たる事業は､国、並びに北九州市の補助金を受けて構築した設備を日本貨物鉄道株式会社に

賃貸することであり、財産の保守､維持管理が重要となっている。 

そのため、日本貨物鉄道株式会社と締結した「鉄道施設の使用及び保守に関する協定」及び「補助金

で取得した財産の改良に関する覚書」に則り、定期的に使用実態の確認を行い､財産管理の徹底と､適正

な保守及び維持管理に努めるとともに、健全な会社運営を維持するために効率的な資金計画を策定し、

日本貨物鉄道株式会社と打ち合わせながら､着実な長期借入金の返済を行っていく。 

近年、Ｅコマース市場の拡大による輸送需要の増加や少子高齢化に伴う労働力不足の深刻化、２０２

４年問題（トラックドライバーの時間外労働時間の上限規制）への対応など物流業界を取り巻く環境は

めまぐるしく変化し、また、Withコロナ時代への対応が求められてきます、こうした中、社会インフラ

としての物流の重要性が改めて認識されると同時にモーダルシフトの流れは続いており、環境特性に優

れた貨物鉄道が果たす役割への期待が高まってきます、この様な状況に応えるため、日本貨物鉄道株式

会社と北九州市物流拠点化構想との連携を深め地域の発展と物流インフラ整備の推進に寄与していき

ます。 
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Ⅴ 令和５年度予算 

  予定損益計算書 

      自 令和5年4月1日 

                            至 令和6年3月31日（単位：千円） 

※金額は千円未満切り捨て 

 

 

 

科   目 金  額 

【売上高】   

施設貸付料  232,640 

【売上原価】   

租税公課 23,721  

減価償却 140,093  

補償負担金手数料 

 

2,286 

 

 

166,100 

売上総利益  66,540 

【販売費及び一般管理費】 34,424 34,424 

営業利益  32,116 

【営業外収益】   

受取利息   

雑収入  

 

 

【営業外費用】  

支払利息 28,404 28,404 

経常利益  3,712 

【特別損益】   

固定資産除却損   

税引前当期純利益  3,712 

法人税、住民税及び事業税 1,839 1,839 

法人税等調整額   

当期純利益  1,873 
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Ⅵ 役 員 名 簿 

令和 5年 7月 1日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

代表取締役社長 但 野 新 二 日本貨物鉄道㈱ 九州支社長 

専 務 取 締 役 岩 奥 修 次 常勤取締役 

取 締 役 小 石 富 美 恵 北九州市産業経済局 企業立地・農林水産担当理事 

〃 佐 溝 圭 太 郎 北九州市 港湾空港局長 

〃 奥 田 仁 日本貨物鉄道㈱ 執行役員経営統括本部経営企画部長 

監 査 役 志 田 琢 生 ㈱みずほ銀行社会・産業基盤第二部鉄道・運輸チーム次長 

〃 菅 澤 桂 一 日本貨物鉄道㈱ 東北支社副支社長 
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